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《WLJ 判例コラム》第 380 号  

 

学習塾のフランチャイズを展開するマスターフランチャイザー（原告）が九州地方の

地区本部として展開する権利（エリアフランチャイズ権）を他社に付与していたとこ

ろ、当該エリアフランチャイザーとその運営加盟店並びに親会社ら（被告ら）が、エ

リアフランチャイズ契約の終了後も、原告の商標権を用いて学習塾を経営していたた

め、被告らに対する商標権の使用の差止め、商標権侵害に係る 3億 4800万円余の損

害賠償の請求が認容された地裁判決及びその控訴審判決 

～東京地裁令和 7年 3月 14日判決1、知財高裁令和 8年 5月 14日判決2 ～ 

 

文献番号 2026WLJCC018 

弁護士法人心斎橋パートナーズ  弁護士 

神田 孝 

 

 

 

 

 

Ⅰ 事案の概要 

1．本件は、学習塾「明光義塾」を展開する本部（株式会社明光ネットワークジャパン。以下「原

告」という。）が、九州地区のエリア統括会社（株式会社明光ネットワーク九州）及びその加盟塾

と親会社（株式会社明光義塾九州、株式会社アネムホールディングス。以下、株式会社明光ネッ

トワーク九州と併せて「被告ら」という。）に対し、原告と被告らとの間のエリアフランチャイズ

契約（以下「本 FC契約」という。）解除後も商標（ロゴ等）や商号、ドメイン、顧客情報を不正

に使用し続けているとして、使用差止めや損害賠償等を請求した（本訴）。これに対し被告らは、

本部による契約解除は無効であり FC 権を有する地位にあるなどと主張して反訴を提起した事案

である。 

 

2．第一審である東京地裁は被告側による「映像授業・自習型講座の売上の意図的な除外によるロ

イヤルティの過少申告・未払」、及び「在籍実績のない生徒の登録による生徒数の虚偽報告（水増

し）」等の重大な義務違反を認定した。30 年以上の長期契約かつ無催告解除であることを考慮し

ても、「当事者間の信頼関係は既に破壊されており、契約を継続し難いものとなっている」として

原告の解除を有効と認めた。そして、商標権侵害等に基づく共同不法行為責任を認め、被告らに
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対し連帯して 3億 4806万 5219円の損害賠償支払いを命じた。また、商標・商号・特定ドメイン

（「di」の文字を含むもの等）の使用差止め、及び顧客情報の使用差止めを認めた。 

 

3．控訴審である知財高裁は、第一審判決（東京地裁）の判断を全面的に支持し、被告ら（控訴人

ら）の控訴をすべて棄却した。その際、会社法 8 条を適用して商号使用差止めの法的根拠を明確

化した。 

 

Ⅱ 本部による契約解除の可否 

本件は解除事由も多岐にわたるが、特に重要な争点について解説する。 

 

1．フランチャイズ事業も長期間にわたると、その商品やサービス内容も時代に応じて変化するこ

とがある。学習塾においてもオンラインやデジタルコンテンツによる新たなサービス提供方法が

開発されてきたため、本件においても、新しいサービス形態（オンラインやデジタルコンテンツ）

によって生じた「売上」がロイヤルティ算出の基礎となる「売上」に含まれるかが争点となった。 

この点、被告らは「ロイヤルティは本部からのノウハウ提供・経営指導に対する対価であるが、

本件の映像授業や自習型講座は、加盟者が独自に開発・導入したものであって本部からの指導は

受けていないから、映像授業や自習型講座による売上はロイヤルティの対象外である」と主張し

た。 

しかし、裁判所は、本件契約上、ロイヤルティは商標等を使用して学習塾を経営する権利（フ

ランチャイズ権）の対価であり、映像授業等も「明光義塾」の名称を掲げた教室内で生徒に提供

されているのだから、それについて本部から経営指導を受けていたか否かにかかわらず、ロイヤ

ルティ計算の基礎となる「売上」に含まれると判断した。 

経営指導の面からみても、本部による経営指導の対象は、生徒に対する教育方法に限られるも

のではなく求人活動や販促活動等、教室運営全体に及ぶのだから、教室での売上全体がロイヤル

ティの対象になるのは当然といえよう。 

 

2．本件では、エリアフランチャイザー（株式会社明光ネットワーク九州）の親会社（株式会社ア

ネムホールディングス）の子会社が学習塾（V スタ）を営んでいた。このことが競業避止義務違

反にあたるかが争点となった。 

この点、被告らは、本 FC契約の競業避止義務条項では、「被告明光らの代表者の親族、知人、

被告明光らと資本関係にある法人が個別指導の学習塾を開設又は経営する行為」が禁止されてい

るにとどまるので、親会社の子会社が学習塾を営むことは競業避止義務に反しないと主張した。 

しかし、本 FC 契約の競業避止義務条項では、直接又は間接を問わず本件契約継続中は個別指

導の学習塾を開設及び運営してはならない旨定められているので、同条項において、加盟店代表
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者の親族や加盟者自身が出資している法人が競業行為を行うことが禁止されているのは、限定列

挙ではなく、「間接経営とみなす代表例」を例示したにすぎなかった。むしろ、Vスタを運営する

会社は、被告らと親会社を同じくし、代表取締役も同一であることから、実質的に「間接的に個

別指導塾を開設・運営している」と同視できたので、裁判所は被告側の主張を排斥した。 

過去の裁判例でも、加盟店と第三者が近しい関係（親族等）にあったり、競業避止義務の規制

を免れるために意図的に別法人を利用するなど、加盟店と当該第三者とが信義則上同視できる場

合は、第三者を介した競業行為が競業避止義務違反にあたるとしている3。その意味で、本裁判例

も過去の裁判例の流れに沿ったものといえよう。 

 

3．継続的な契約である FC契約においては、信頼関係が破壊されて契約の継続が著しく困難な場

合でなければ無催告解除は認められない傾向にある。 

本件では 30年以上という極めて長期の契約関係があり、被告ら（加盟者側）への不利益（教室

の経営権喪失等）も甚大であることから、裁判所は慎重な姿勢を示しつつも、ロイヤルティの意

図的な過少申告や組織的な生徒数の水増し等という FC システムの根幹を揺るがす背信行為が認

められたことから、信頼関係が完全に破綻したと判断し、本部による無催告解除を有効としてい

る。 

 

Ⅲ 商標権侵害について 

1．被告らは契約終了後も「明光義塾」の名称を用いて学習塾を運営していた。被告らは株式会社

アネムホールディングスを親会社とし、代表者も共通であったため、裁判所は商標権侵害等につ

き被告らによる共同不法行為責任を認め、被告らに対し連帯して 3億 4806万 5219円の損害賠償

支払いを命じた。また、商標・商号・特定ドメイン（「di」の文字を含むもの等）の使用差止め、

及び顧客情報の使用差止めを命じた。 

 

2．本件では商標権侵害に基づく損害について商標法 38条 2項の推定規定が用いられている。商

標法 38 条 2 項は「商標権者又は専用使用権者が故意又は過失により自己の商標権又は専用使用

権を侵害した者に対しその侵害により自己が受けた損害の賠償を請求する場合において、その者

がその侵害の行為により利益を受けているときは、その利益の額は、商標権者又は専用使用権者

が受けた損害の額と推定する。」と定めており、本件では「利益」の算定方法が問題となった。 

この点につき、裁判所は、同条項の「利益」は「限界利益」を指すものとし、被告らが商標を不

正使用して得た売上高から、営業のために「直接関連して追加的に必要となった経費」のみを差

し引いた金額を損害額とすべきであるとした。被告側は、役員報酬、法定福利費、グループ内で

のシステム利用料の控除を主張したが、裁判所はその控除を認めなかった。 
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3．知的財産権侵害における損害賠償の本質は、不法行為（民法 709 条）に基づき、「仮に侵害行

為がなければ、権利者が得られたであろう財産状態」へと回復させることにある。侵害者が侵害行

為によって得た利益を計算する際、もし固定費（人件費や家賃、光熱費等）の控除を広く認める

と、侵害者は「自らの不法行為の売上によって、自社の固定費を賄うことができた」という、不当

な利益（二重の利得）を得ることになる。その意味で、侵害行為のために「直接関連して追加的に

必要となった経費（変動費）」のみを控除し、固定費を控除しない「限界利益」こそが、権利者の

逸失利益の推定値として相応しいといえる。近年の裁判例も限界利益説に立つものが多い4。 

 

4．他方で商標法 38条 3項は、商標権者のライセンス料相当額を損害として推定している。本件

で原告（マスターフランチャイザー）が得られたロイヤルティは商標法 38条 2項に基づく限界利

益よりも少ないので、商標法 38条 2項で認められた損害額（限界利益）がロイヤルティにより制

限されないかが問題となる。 

しかし、もし商標権者が請求できる賠償額が「本来のライセンス料（ロイヤルティ）」に制限さ

れてしまうと、元加盟店としては、FC契約を解除して無断で商標を使い続けても、見つかったら

ライセンス料同等の賠償金を支払えばいいことになり、知的財産権の十分な保護が図れない。 

この点、商標法 38 条 2 項と 3 項は、権利者が立証の難易度や損害の大きさに応じて選択して

主張できるものだから、権利者が立証困難な同条 2項を用いて損害の立証に成功したならば、3項

により制限すべきではない。同条 3 項は最低限保障される損害額を定めたにすぎないと解すべき

である。 

 

5．なお、商号使用差止めの法的根拠として、第一審の東京地裁は、契約解除後も「明光」の文字

が入った商号（株式会社明光義塾九州等）を登記・使用し続けていることが商標権侵害にあたる

として、差止め等を認めた。しかし、控訴審の知財高裁は、被告らは契約が終了して権原を失っ

たことを認識しながら商号を使い続けていることが、「不正の目的」をもって他の会社と誤認され

るおそれのある商号を使用したと認定し、会社法 8 条（誤認させる商号の使用禁止）に基づき商

号使用差止め及び登記抹消を認めた。 

商標法 26 条 1 項 1 号は「自己の……名称……を普通に用いられる方法で表示する商標」には

商標権の効力が及ばないとされているが、他人の知名度に便乗して不当な利益を得る目的等、「不

正競争の目的」で商号を使用する場合は同号が適用されない（商標法 26条 2項）。会社法 8条も

同旨に基づく規定である。 

 

Ⅳ 本件からの教訓 

エリアフランチャイズ契約は、FC契約としての側面とともに、企業間の共同事業契約としての

側面を強く持つ。企業間で長期にわたる共同事業が営まれた場合、事業を進めるにつれて契約当
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事者の関係や経済環境が変化することも少なくないが、さらに近年では IT技術の進歩に伴って消

費者に提供するサービスの内容やチェーンの仕組みまで変化している。その意味で、エリアフラ

ンチャイズ契約を締結する際には、当事者の基本的な役割分担を十分確認したうえで契約条項を

整備する必要があるといえよう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（掲載日 2026年 8月 18日） 

 
1 WestlawJapan文献番号 2025WLJPCA03149006。 

2 WestlawJapan文献番号 2026WLJPCA05149001。 

3 東京地判平成 7 年 2 月 27 日判時 1542 号 68 頁、WestlawJapan 文献番号 1995WLJPCA02270006、東京地判

平成 6年 1月 12日判タ 860号 198頁、WestlawJapan文献番号 1994WLJPCA01120001、東京高判平成 8年 3

月 28日判時 1573号 29頁、WestlawJapan文献番号 1996WLJPCA03280012、大阪地判平成 26年 12月 26日

WestlawJapan文献番号 2014WLJPCA12266001。 

4 大阪地判平成 11 年 9 月 16 日判タ 1044 号 246 頁、WestlawJapan 文献番号 1999WLJPCA09160007、大阪地

判平成 12 年 2 月 8 日 WestlawJapan 文献番号 2000WLJPCA02089003、東京地判令和 6 年 4 月 26 日 Westla

wJapan文献番号 2024WLJPCA04269006。 

https://go.westlawjapan.com/wljp/app/external/doc?docguid=I21809aa0526b11f08006010000000000&from-delivery=true
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/external/doc?docguid=Ia9f4c11058e911f1980d010000000000&from-delivery=true
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/external/doc?docguid=Icdd8e3f0200d11dd9973010000000000&from-delivery=true
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/external/doc?docguid=Ic5dd47e0200d11dd9aba010000000000&from-delivery=true
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/external/doc?docguid=Iaf538eb0200f11ddb0c1010000000000&from-delivery=true
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/external/doc?docguid=Ia1ad94d0aace11e4af84010000000000&from-delivery=true
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/external/doc?docguid=Ie0e19da0201411dda797010000000000&from-delivery=true
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/external/doc?docguid=Ibaab6050630611dd96b0010000000000&from-delivery=true
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/external/doc?docguid=Iabfa6ce028a711efa8f1010000000000&from-delivery=true
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/external/doc?docguid=Iabfa6ce028a711efa8f1010000000000&from-delivery=true

